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本法は，フィンランドの鉄鋼会社（Ovako Oy）の Karhu らが 1970 年代に開発し，その
後，フィンランド労働衛生研究所やタンペレ工科大学によりトレーニングマニュアルや集
計ソフトなどが整備され各国で利用されるようになった．現在も OWAS を用いた作業分析
事例 [4, 5, 6, 7]は多く見られる．本法では，ある時点の作業姿勢を背部・上肢・下肢・重
さの 4 項目でとらえ，これをコード化した 4 桁の数字（姿勢コード）で記録する．各項目
のコードは，背部は体幹部の前傾やひねりの有無，上肢は肩より上に腕があるかどうか，
下肢は膝の屈曲の有無（座位や歩行も含む），重さは手にかかる重さや力が 10 kg あるいは
20 kg を超えるかどうかなどで決める．調査者は，一定時間おきにその瞬間の作業者の姿勢






表 1.1 簡易的な観察法の一例 [8, 9] 
























































































表 1.2 評価法と暴露因子の関係 





速度 回復 振動 
その
他 
1977 OWAS ○ ○      
1992 Checklist ○       




○ ○ ○ ○ ○  ○ 
1995 PLIBEL ○ ○      
1995 The Strain Index ○ ○ ○ ○   ○ 
1998 OCRA ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 




○ ○ ○ ○ ○  ○ 
2000 REBA ○ ○ ○    ○ 
2001 
FIOH Risk Factor 
Checklist 
○ ○ ○ ○   ○ 
2001 ACGIH TLVs ○ ○ ○ ○    





○ ○ ○ ○  ○ ○ 
2003 MAC ○ ○ ○    ○ 
 
 













図 1.1 OWAS 法の評価例 
 
表 1.3 OWAS 法の評価項目 
1. 背部 1) まっすぐ 
2) 前または後ろに曲げる 
3) ひねるまたは横に曲げる 
4) ひねりかつ横に曲げる，または斜め前に曲げる  
2. 上肢 1) 両腕とも肩より下 
2) 片腕が肩の高さあるいはそれより上 
3) 両腕が肩の高さあるいはそれより上  






7) 歩くまたは移動する  
4. 重さまたは力 1) 10kg 以下(w≦10kg) 
2) 10～20kg(10＜w≦20kg) 





























・NIOSH Lifting Equation 











本法では RWL（Recommended Weight Limit，推奨重量限界）と呼ばれる値を計算する．
RWL は以下で求められる．ここで，LC は負荷定数，HM は水平係数，VM は垂直係数，
DM は距離係数，AM はひねり係数，FM は頻度係数，CM は結合係数である．各係数の
概念を図 1.2 に示す．RWL が求められたら，次に次式で LI (Lifting Index, 持ち上げ指数)
を求める．ここで L は実際の作業で取り扱う荷物の重量である． 
 
RWL＝LC×HM×VM×DM×AM×FM×CM  (1.1) 
LI＝L / RWL     (1.2) 
 
 















LI は，式が示すように実際の作業が推奨限界である RWL の何倍になるかを示す値であ
る．取り扱う荷物の重量が，与えられた作業条件での荷物取り扱い作業の限界重量である
RWL を越えている，つまり LI が 1 より大きくなることは，腰痛の発症リスクが高いことを
示す．現場では本法を使って LI が 1.0 以下になるように作業設計を行うことが求められる． 
 

























されているが，それらを総合的に加味した値が Chaffin ら [14]によって提案されている． 
2 つ目は身体セグメントの並進・回転の変位，速度，加速度などの運動学的データであ
る．身体のランドマークの変位を観察し，セグメントの位置と傾きを求め，関節の角度を
算出する．基本的な概念は 2 次元で，1 つの平面内で観察を行う．しかし，身体のひねり





作データベース [15, 16, 17, 18, 19, 20]の発展により，多様な作業場面に対応した姿勢を比較
的高い精度で再現することが可能となりつつある．また，逆運動学を用いたモーションの
自動生成の技術が進められ，筋の弾性特性を加味したモデル [21]や高い精度で動作の再現
が可能なシステム [22]が提案されている．システムの例としては Musculographics 社の



































ܯ ൌ ܯ଴ ൅ܯଵ ൅ܯଶ    (1.3) 
ܯ଴ ൌ ݉ ൈ ݃ ൈ ሺܮଵܿ݋ݏߠଵ ൅ ܮଶܿ݋ݏߠଶሻ    (1.4) 
ܯଵ ൌ ݉ଵ ൈ ݃ ൈ ሺܮ஼ைெଵܿ݋ݏߠଵ ൅ ܮଶܿ݋ݏߠଶሻ   (1.5) 
ܯଶ ൌ ݉ଶ ൈ ݃ ൈ ܮ஼ைெଶܿ݋ݏߠଶ    (1.6) 
 
また，図 1.4 左に手で壁を前に押し込んでいる瞬間，つまり前方へ操作力を加えている










また図 1.4 右に，この力の発揮方向 θを前方（0 度）から±90 度まで変化させた際の，肩
関節モーメントと肘関節モーメントの値を示す．横軸は反力ベクトルが水平線に対してな
す角（単位：度，時計回りが正），縦軸は関節モーメント（単位：Nm，絶対値）である．
なお，この結果は身長 170 cm，体重 60 kg の男性を想定し，各セグメントの長さと質量，
重心位置の値は文献値 [14]を参照している．この結果を見ると，各関節モーメントの最大
値は，肩関節モーメントが約 24 Nm，肘関節モーメントが約 18 Nm となっている．肘関節
のモーメントは約 5 度で最小となり，肩関節のモーメントは約 45 度で最小となる．角度が
 9 
 














































10 1 非常に軽い  














30 3 中程度  

































界値のデータが必要になる．その代表的な資料が，Snook らによってまとめられた Snook 
Table [27]である．表 1.5 に荷物の運搬の場合の最大荷物重量を示す．この表を使い，床か
ら手までの垂直距離，運搬距離，繰り返し回数，および受容する作業者割合を指定すると
取扱重量限界値がわかる．その他に持ち上げ用や女性評価用の表がある．運搬は直立に近
い姿勢での作業のため身体への負担は軽くなり，持ち上げ用の Snook Table より値が全体的
に高く設定されている． 
 
表 1.5 Snook Table の手持ち運搬評価リストの例（男性，2.1m の運搬，単位 kg） 







以下の時間内に 1 回の運搬 
6 12 1 2 5 30 8 
sec min hr 
111 
90 10 14 17 17 19 21 25 
75 14 19 23 23 26 29 34 
50 19 25 30 30 33 38 44 
25 23 30 37 37 41 46 54 

























表 1.6 実際の機器・設備の操作力 
機器・設備等 推奨操作力限界 備考 





ザイン仕様は 25 N） 
JIS A4702 より． 
普通のドアは 20 N 程度が多い． 
片手で持つ工具 2.5 kg 精密工具は 0.4 kg 以下． 
重心位置も重要． 
両手で持つ工具 5 kg  
手持ち工具の引き金 10 N  実際は誤動作防止のため 20～50 
N と高い． 
押しボタン 1～5 N 家電製品のタクトスイッチは 1 N 程
度．電源スイッチは押し力高い． 
非常ボタン 80 N 誤操作避けるため 20 N 以上に． 
キーボード 0.5～0.8 N が推奨 
（0.25～1.5 N が要求） 
JIS Z8514 より． 
ボトルの栓の回旋 0.5 Nm 前後 口径が小さいほど低め． 









本的なツールは CAD（Computer Aided Design）と呼ばれる 3 次元設計ツールであり，他に
機能や性能のシミュレーションを行う CAE（Computer Aided Engineering），生産ライン制御





いる [36]．図 1.5 に，設計の各工程と支援アプリケーションの関係を示す． 
 
 












研究 [40, 41, 42, 43, 44, 45, 46]や小野里ら [47, 48, 49]や尾崎ら [50, 51]の研究などが行われ
ている． 
特に近年は，人が手で行う製造作業に対する支援の充実が望まれている．そこでこれに
対して，人間工学的観点から身体の認知，運動，知覚機能などをモデル化 [52, 53, 54]した

















































表 1.7 主要な生産情報システム 




Delmia / Human 
SIEMENS Tecnomatix Jack 
PTC  
Manikin Extension 
Manikin Analysis Extension 
Human Solutions  RAMSIS 
富士通 PLEMIA GP4 
 
 
表 1.8 人間工学評価モジュールの機能 











視野 ○ ○ ○ ○ ○ 
リーチ ○ ○ ○ ○ ○ 
干渉 ○ ○ ○ ○ ○ 
マテハン ○ ○ ○ × × 





的評価 △ ○ × × △ 
OWAS × ○ × × × 
RULA ○ ○ ○ × × 




































































第２章  引き出しの操作性と上肢負担の関係 
 
2.1 緒言 

















収納家具に関する JIS 規格 [61, 62]やキッチン収納基準 [63]で規定されており，最大引き力 
[28]に関する知見も見られる．しかし，操作力と操作性の関係については十分に調べられ
ておらず，ドア [64]や引戸 [65]，窓 [66]については開閉力 [67]に関する検討がなされて
いるのに対し，知見が少ないのが現状である．また，操作環境によって操作力や身体負担
がどのように変化するかについても明らかにされていない．設置高さと操作性の関係 [68]














被験者は 21 歳から 25 歳までの健康状態良好な男子学生 10 名（23.3±1.3 歳（平均±標準











ビネット，引き出し，取っ手の寸法は図 2.1 に示す．また，作業時の姿勢計測には 3SPACE
（Polhemus 製 Fastrak）を使用し，そのデータは PC（エプソンダイレクト株式会社製 







































（図 2.2 左）とした．角度要因については被験者の右肘を基準として，左 45 度前方・正
面・右 45 度前方の 3 条件（図 2.2 右）とした．これらを組み合わせ計 9 条件を引き出しの
設置位置とした． 
本実験では全ての引き出し設置位置において，引き出し開閉力を 20 N とした．なお，こ
の開閉力については，内容物が十分に収納された状態を想定した場合に必要とされる操作
力をもとに決定した．そして，実験中の筋電図電位を表面電極法 [74, 75]によってサンプ
リング周波数 500 Hz で計測した．筋電図の計測部位は，右上肢の円回内筋，背部右側の僧















































く判別するために 9 段階法を用いた． 
操作力については，6 軸力覚センサを用いて取っ手の中心にかかる X・Y・Z 方向の力 3
成分から合力を求め，押し・引き操作についてそれぞれ計測した．具体的には，取っ手に
力をかけた瞬間から操作し終えるまでの間を操作時間とし，操作時間内の操作合力の最大
値を求めた．そして条件ごとに 10 名の値の平均値を求めた． 
主観的負担感については，被験者には各条件の作業が終わるごとに，肩，上腕，肘，前


















「筋電図」の各指標の結果をコンターマップで図 2.4～図 2.8 に示す．コンターマップを採
用した理由は，引き出し設置位置による各評価指標の変化を 2 次元領域で分かりやすく示





図 2.4，図 2.5 はそれぞれ作業のしやすさと操作力の結果を，図 2.6 は各部位（肩，肘，
手首）の主観的負担感を表したものである．図 2.7 は各関節（肩関節，肘関節，手関節）
















効果と，高さと角度の交互作用に有意差が見られた[高さ：F (2, 18) =38.8 (p <0.001)，角
度：F (2, 18) =28.5 (p <0.001)，高さ×角度：F (4, 36) =3.8 (p =0.012)]．肘関節トルク比につ
いては，高さの主効果に有意差が認められた[高さ：F (2,18) =6.4 (p =0.008)]．手関節トルク
比については，高さの主効果と高さと角度の交互作用に有意差が見られた[高さ：F (2, 18) 







角度の交互作用に有意差が見られた[高さ：F (2, 18) =32.1 (p <0.001)，角度：F (2, 18) =15.2 



















図 2.6 主観的負担感の結果（点） 左：肩，中：肘，右：手首 
 
  
図 2.7 最大トルク比の結果（%） 左：肩関節，中：肘関節，右：手関節 
 
 






































































































































































































































ぼす影響を明らかにすることを目的とした．具体的には，下向きに 150 N の力で押し込む
















築した．作業面には寸法 300 mm×300 mm のアルミ板を使用した．そして，押し力を計測
するため，6 軸力覚センサ（ニッタ株式会社製 IFS-45E15A150-I63-EX）を作業面下に取り













図 3.1 被験者の側面から見た作業の様子 
 
 


























の 50%・75%・100%の 3 点を選出し，それぞれ近位・中位・遠位とした．また本研究では，
作業者が両手で作業面に対して発揮する力を 150 N と指定した．本研究では，片手での鉛
直下向きに対する最大発揮力が平均 180 N であるとの報告 [85]を基に，自動車の床材取り







































るよう押し力を調整しながら，両手で 5 秒間，作業面を押し込むものである．これを 1 セ

























































の交互作用[F (4, 81) = 6.2, p < 0.001]と，高さおよび距離の主効果[高さ：F (2, 81) = 25.4, p < 
0.001，水平距離：F (2, 81) = 7.1, p = 0.005]がそれぞれ認められた．要因ごとに分析した結
果，水平距離に関わらず膝高で発揮力が大きくなり，胸高で小さくなることがわかった(全
て p < 0.01)．また，膝高では水平距離が長くなるにつれて，大きくなることがわかった(p < 
0.01)． 
図 3.6 に各関節の最大トルク比の結果を示す．肩関節の最大トルク比の結果について，
分散分析の結果，高さと水平距離の交互作用[F (4, 81) = 12.6, p < 0.001]と，高さおよび水平




た(全て p < 0.001)．一方で水平距離要因に関しては，腰高と胸高において水平距離が長く
なるほど負担が大きくなることがわかった(全て p < 0.001)．肘関節の最大トルク比の結果
について，分散分析の結果，高さおよび水平距離それぞれの主効果[高さ：F (2, 81) = 179.9, 
p < 0.001，水平距離：F (2, 81) = 23.1, p < 0.001]が認められた．下位検定の結果，全ての水平
距離条件で，高さが高いほど負担が大きくなることがわかった(全て p < 0.001)．また，全
ての高さ条件で，遠距離条件で負担が大きくなることがわかった(全て p < 0.001)．椎間板
圧縮力の結果について，分散分析の結果，高さと水平距離の交互作用[F (4, 81) = 11.9, p < 
0.001]と，高さの主効果[F (2, 81) = 21.5, p < 0.001]が認められた．要因ごとに分析した結果，
全ての水平距離条件に関して，腰高で負担が小さくなることがわかった(全て p < 0.01)．ま
た，水平距離条件に関して，膝高では水平距離が短いほど負担が大きくなり(全て p < 0.01)，
腰高では近距離条件で負担が小さくなることがわかった(全て p < 0.01)． 
図 3.7 に筋ごとの筋電図電位の結果を示す．僧帽筋の筋電図の結果について，分散分析
の結果，高さの主効果[F (2, 81) = 13.9, p < 0.001]が認められた．下位検定の結果，全ての水
平距離条件で，肩高で値が大きくなることがわかった(全て p < 0.01)．上腕三頭筋の筋電図
の結果について，分散分析の結果，高さの主効果[F (2, 81) = 22.7, p < 0.001]が認められた．
下位検定の結果，全ての水平距離条件で，腰高で負担が大きくなり，膝高で負担が小さく
なることがわかった(全て p < 0.01)．また，水平距離が長くなるにつれて，胸高での負担が
大きくなる傾向がみられた．大胸筋の筋電図の結果について，分散分析の結果，高さの主
効果[F (2, 81) = 15.4, p < 0.001]が認められた．下位検定の結果，全ての水平距離条件で，胸
高で値が大きくなり，膝高で値が小さくなることがわかった(全て p < 0.01)．脊柱起立筋の
筋電図の結果について，分散分析の結果，高さと距離の交互作用[F (4, 81) = 2.7, p ＝ 0.04]
と高さの主効果[F (2, 81)=11.1, p ＝ 0.002]が認められた．要因ごとに比較すると，高さ要因









   
 
図 3.6 肩および肘関節の最大トルク比 (%)と腰部椎間板圧縮力 (N)の結果 
上段左：肩関節，上段右：肘関節，下段：腰部椎間板圧縮力 
 
   
   





図 3.8 作業のしにくさの結果(点) 
 
図 3.8 の作業のしにくさの結果について，分散分析の結果，高さおよび水平距離それぞ
れの主効果[高さ：F (2, 81) = 15.5, p < 0.001，水平距離：F (2, 81) = 4.9, p ＝0.02]が認められ
た．下位検定の結果，胸高で作業がしにくいと感じられることがわかった(全て p < 0.01)．


























いと考えられる．しかし，近距離条件でも椎間板圧縮力は 900 N 程度であり，NIOSH が定























































日常生活では，座面高が 40 cm 程度の椅子が一般的に利用されるのに対し，溶接や検査











































被験者は 21 歳から 25 歳までの健康状態の良好な男子学生 10 名（平均年齢 22.9±1.3（平
均±標準偏差）歳）で，平均身長および平均体重はそれぞれ 171.6±4.7 cm，62.1±6.1 kg で
あった．全被験者の利き手および利き足は右側であり，上肢長（肩峰‐指尖点）と下肢長





を想定し，図 4.1 のような実験環境を構築した．実験には横幅が 55 cm，縦幅が 40 cm の椅
子を使用し，その椅子の高さを 20 cm と 40 cm に変化させた．また本研究では，起立動作
が不安定になる場所に一般的に用いられる手すりとして，円柱型縦手すりを使用した．把
持部の直径は把持しやすいとされる 3.2 cm [101]とし，把持部の内側と壁面との距離を 3.0 
cm 離して設置した．そして，壁面背部には手すりを引く力を計測するために 6 軸力覚セン
サ（ニッタ株式会社製 IFS-45E15A150-I63-EX）を取付け，そのデータはパーソナルコンピ











た．具体的には，椅子の座面高条件として作業場面を想定した座面高 20 cm の椅子と，日
常場面を想定した座面高 40 cm の椅子の 2 種類を使用した．そしてそれぞれの椅子につい
て，手すりを使用しない起立動作を 1 条件ずつと，手すりを使用した起立動作を 3 条件ず
つ行い，計 8 条件を実験条件とした．手すりを使用する場合は，椅子の前面部から手すり
までの前後距離を，図 4.2 のように，それぞれ 15 cm，25 cm，35 cm とした．一般的には，
椅子の先端部から手すりが 20～30 cm 離れている場合が立ち上がりやすいとされる．本研
究では，立ち上がりやすい範囲よりも近づいた場合と離れた場合を想定し，立ち上がりや
すい 25 cm の位置からそれぞれ 10 cm ずつ前後させた位置を条件とした．なお，椅子の中 
 
 




























































被験者の代表値とした．その後，条件ごとに 10 名分の平均値を求めた． 
4.2.5.3 筋電図 
起立動作時の筋負担を明らかにするため，上肢および下肢の筋の筋電図を表面電極法 






（MVC, Maximum Voluntary Contraction）時の筋電図電位に対する%値（%MVC）で評価し





図 4.3 筋電図の計測部位 
 









各指標についてそれぞれ比較した．座面高が 20 cm と 40 cm のそれぞれの場合について，
実験条件と被験者を要因とする二元配置分散分析を用いて比較を行った．そして，多重比







被験者 10 名分の床反力，手すり操作力，筋電図，主観評価の結果を図 4.4～図 4.7 に示
す．図 4.4 は臀部離床時の床反力を成分ごとに体重比換算した結果，図 4.5 は手すり操作力









する二元配置分散分析の結果より，2 つの椅子高さ共に条件間で有意差（20 cm:[F (3, 27) = 




さ共に条件間で有意差（20 cm:[F (3, 27) = 20.2, p < 0.001], 40 cm:[F (3, 27) = 12.5, p < 0.001]）
が認められ，手すりを使用することで後方へ蹴りだす力が小さくなることがわかった．ま
た，手すり有りの場合について比較する三元配置分散分析の結果より，椅子の高さの主効
果[F (1, 18) = 54.6, p < 0.001]が認められ，椅子高さが 20 cm のときに後方に蹴りだす力が大 
 
    
 
 























































































果より，2 つの椅子共に条件間で有意差（20 cm:[F (3, 27) = 9.9, p < 0.001], 40 cm:[F (3, 27) = 
16.2, p < 0.001]）が認められ，手すりを使用することで左右方向に蹴り出す力が大きくなる
ことがわかった．また，手すり有りの場合について比較する三元配置分散分析の結果より，
椅子の高さの主効果[F (1, 18) = 7.6, p = 0.013] と手すり位置の主効果[F (2, 18) = 3.7, p = 0.045]
が認められた．下位検定の結果，椅子高が 20 cm のときは被験者の左側，つまり手すりの
ある方向に強く蹴りだしていることがわかった． 
図 4.5 の手すり操作力の結果について，鉛直成分の結果を比較すると，手すり有りの場
合について比較する三元配置分散分析の結果より，椅子の高さの主効果[F (1, 18) = 46.8, p < 
0.001]と手すり位置の主効果[F (2, 18) = 10.4, p = 0.001]が認められ，交互作用は認められな




    
 
 






























































(1, 18) = 34.6, p < 0.001]と手すり位置の主効果[F (2, 18) = 31.0, p < 0.001]が認められ，交互作
用は認められなかった．下位検定の結果，後方への力は手すりまでの水平距離が 35 cm の
ときに，また 20 cm の椅子を使用したときに増大することがわかった．左右成分の結果を
比較すると，手すり有りの場合について比較する三元配置分散分析の結果より，椅子の高
さの主効果[F (1, 18) = 30.1, p < 0.001]と手すり位置の主効果[F (2, 18) = 6.2, p =0.009]が認めら
れ，交互作用は認められなかった．下位検定の結果，右方への力は椅子の高さが 20 cm の
ときに，また水平距離が 35 cm のときに大きくなることがわかった． 
図 4.6 の筋電図電位の結果について，腕橈骨筋の結果を比較すると，手すり有りの場合
について比較する三元配置分散分析の結果より，椅子の高さの主効果[F (1, 18) = 68.7, p < 
0.001]と手すり位置の主効果[F (2, 18) = 6.8, p = 0.007]が認められ，交互作用は認められなか
った．下位検定の結果，腕橈骨筋の筋負担は椅子の高さが 20 cm のときに大きくなること
がわかった．また，僧帽筋の結果についても，手すり有りの場合について比較する三元配
置分散分析の結果，椅子の高さの主効果[F (1, 18) = 32.1, p < 0.001]が認められ，手すり位置 
 
    
 
    




















































































の主効果および交互作用は認められなかった．下位検定の結果，椅子の高さが 20 cm のと
きに負担が大きくなる傾向を示した．左大腿直筋の結果を比較すると，手すりの有無を比
較する二元配置分散分析の結果より，高さ 20 cm の椅子使用時に条件間で有意差[F (3, 27) 
= 3.8,p = 0.022]が認められ，手すりまでの水平距離が 15 cm の場合は負担が有意に大きくな
ることがわかった．手すり有りの場合について比較する三元配置分散分析の結果より，手
すり位置と椅子の高さの交互作用[F (2, 18) = 4.3, p = 0.029]および椅子の高さの主効果[F (1, 
18) = 17.3，p < 0.001]が認められた．要因ごとに分析した結果，椅子の高さが 20 cm のとき
は手すりまでの水平距離が 15 cm の場合に筋負担が有意に増大することがわかった．右大
腿直筋の結果を比較すると，手すりの有無を比較する二元配置分散分析の結果より，高さ
40 cm の椅子使用時に条件間で有意差[F (3, 27) = 3.3, p = 0.034]が認められ，水平距離 15 cm
と 35 cm のときに負担が有意に大きくなることがわかった．また，手すり有りの場合につ
いて比較する三元配置分散分析の結果より，椅子の高さの主効果[F (1, 18) = 17.0, p < 0.001]





































































の場合について比較する三元配置分散分析の結果より，椅子の高さの主効果[F (1, 18) = 81.2，
p < 0.001]が認められ，手すり位置の主効果および交互作用は認められなかった．下位検定
の結果，椅子の高さが 20 cm のときに上肢の負担感が大きいことがわかった．次に左脚の
負担感を比較すると，手すりの有無を比較する二元配置分散分析の結果より，2 つの椅子
共に条件間で有意差（20 cm:[F (3, 27) = 3.8, p = 0.022], 40 cm:[F (3, 27) = 4.3, p = 0.014]）が認
められ，手すりを使うことで負担感が小さくなることがわかった．また，手すり有りの場
合について比較する三元配置分散分析の結果より，椅子の高さの主効果[F (1, 18) = 17.1, p < 
0.001]が認められ，椅子の高さが 20 cm の場合に負担感が大きくなることがわかった．右脚
の負担感を比較すると，手すりの有無を比較する二元配置分散分析の結果より，2 つの椅
子共に条件間で有意差（20 cm:[F (3, 27) = 6.2, p = 0.002], 40 cm:[F (3, 27) = 7.2, p = 0.001]）が
認められ，手すりを使うことで負担感が小さくなることがわかった．また，手すり有りの
場合について比較する三元配置分散分析の結果より，椅子の高さの主効果[F (1, 18) = 11.9，







cm の場合にわずかに大きいものの，両条件とも体重の約 1.3 倍程度であることがわかった．
そしてその多くは鉛直方向への力で，前後方向へは体重比 10%程度にとどまり，左右成分
は非常に小さいことがわかった．また，大腿直筋の筋電図電位は，椅子の高さに関わらず
左右とも 40%MVC 程度となることがわかった．この結果は先行研究 [91, 92, 93]での，座
面高が低いと床反力および下肢筋負担が増大するという報告と異なる傾向を示したが，こ
の原因としては起立動作速度の問題が考えられる．一般的に，臀部離床時から膝および股




















さ 20 cm のときは，40 cm の場合と比較し上下肢の負担ともに増大することがわかった．し










置による身体負担への影響について，手すりまでの水平距離が 15 cm と被験者に近い場合
は操作力鉛直成分が大きいのに対し，35 cm と遠い場合は前後成分が大きいことがわかっ










































第５章  操作力データベースの構築 
 
5.1 緒言 






























































































































































・線形補間（1 次 Spline 補間） 
・3 次 Spline 補間 














最遠点 2 点を利用する場合の 2 通り検証する．以下に具体的な検証内容について示す．は
じめに，プッシュスイッチ操作力の最大値のデータを対象に，高さ条件についての内挿を
行った．データの計測方法については第 6 章で後述する．プッシュスイッチの高さ 40%か
ら 70%までのデータに対して，近傍 2 点（高さ 40%ならば 30%と 50%のデータを利用，高







   
図 5.4 実測値と内挿値の相関図：(左) 近傍 2 点，(右) 最遠点 2 点 
 















次に，最遠点 2 点のデータを用いて，高さ 30%と 80%のデータについて直線近似による
外挿を行い，その結果を評価する．以下にその結果を示す． 







とが一因と考えられる．スイッチ押下力は最小で 1.5 N，最大でも 2.5 N 程度となり，条件






図 5.5 実測値と外挿値の相関図（最遠点 2 点） 
 
5.3.3 操作力の可視化 


























図 5.6，図 5.8，図 5.10 に押し込み操作力の生データを矢状面方向から観察した図を示す．
それぞれ上肢長比 50%条件，上肢長比 75%条件，上肢長比 100%条件の結果について 3 回分
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第 5 章では新たに構築した操作力データベース [110, 111]上で，操作力データを取り扱
う際に必要となる種々の中間処理について示した．そのなかでも，波形の平滑化は結果の


































































































被験者は上肢に外傷のない男子学生 10 名を対象とした．被験者の年齢は 22.7±1.3（平











































タシートによる定格は，作動力が 1.27 N，移動量は 0.3 mm であった．このスイッチを図
6.3 のように，6 軸力覚センサ上に固定した 300 mm×300 mm のアルミ板上に設置した． 
本研究では操作面の角度を実験因子とした．具体的には，水平面を基準に操作面角度を
0度, 45度, 90度の3水準に変化させた．なおスイッチの高さは身長比の60%の高さとした． 
 
 





行で被験者前方を向いた軸を X 軸，操作面と平行で被験者右側を向いた軸を Y 軸，操作面
と鉛直に交わり被験者下方を向いた軸を Z 軸と定義した． 
また実験時は被験者に操作面に対して任意の位置に立つよう指示し，その場でスイッチ
を複数回押下して感触や操作姿勢を確認させた．そして，開始の合図の後，直立姿勢から
操作しやすい姿勢をとってスイッチを 1 回押下して再び直立姿勢に戻り，5 秒間待機する
























さを評価する指標として採用した．具体的には，立ち上がり時に合力成分の値が 0.1 N 以




















た．具体的には，遮断周波数 6 Hz の 4 次のバタワースフィルタを用いて，生の操作力デー
タの X，Y，Z 軸成分をそれぞれ平滑化した．そして平滑化された 3 成分の値から合力波形
を生成した．この波形を平滑化波形と定義した． 
6.3.4.2 離散ウェーブレット変換による平滑化 


















サンプリング周波数 100 Hz のデータでは，ナイキスト周波数が 50 Hz であるから，遮断
周波数はレベル 2 で 12.5 Hz，レベル 3 で 6.25 Hz，レベル 4 で 3.125 Hz となる．一般的に
人の動作に関する成分は 6 Hz 以下になる [12]ため，操作力についても同様であると考えら
れる．本研究では生データをレベル 3 まで分解し 0～6.25 Hz の成分が含まれた波形を抽出
することとした．なお，本研究では Meyer の離散近似ウェーブレット関数を用いた．また


























図 6.6 に代表的なプッシュスイッチ操作力波形を示す．左列の波形 1 が操作面角度 0 度条




はじめに波形 1 の生波形を見ると，立ち上がり直後に 1.5 N 程度の最大ピークが生じ，そ
の後，細かな 2 つのピークが観察された．波形 2 の生波形では，波形中央付近で 2.0 N 程度










































































図 6.7 に最大操作力の結果と，表 6.1 にその標準偏差を示す．条件間で比較すると，面角
度 90 度が最も大きく約 2.2 N で，面角度 0 度で最も小さく約 1.95 N であった．処理方法間
で比較すると，生波形と近似波形の差分は生波形と平滑化波形の差分よりわずかに小さく，
近似波形のピーク点における誤差は約 0.01 N 程度であった． 
図 6.8 に操作時間の結果と，表 6.2 にその標準偏差を示す．条件間で比較すると，面角度




図 6.9 にピーク到達時間の結果と，表 6.3 にその標準偏差を示す．条件間で比較すると，
面角度 0 度で最もピーク到達時間が長く生波形では約 0.46 秒，面角度 45 度と 90 度では同
程度で生波形では 0.37～0.38 秒となり，条件間で 0.1 秒程度の差が生じていた．処理方法 
 
   
図 6.7 最大操作力の結果         図 6.8 操作時間の結果 
 
 








0 0.52 0.52 0.53 0.53
45 0.69 0.69 0.70 0.69







0 0.31 0.31 0.31 0.31
45 0.17 0.18 0.18 0.22








   
図 6.9 ピーク到達時間の結果    図 6.10 ピーク到達時間比率の結果 
 
 







図 6.10 にピーク到達時間比率の結果を，表 6.4 にその標準偏差を示す．条件間で比較す
















0 0.26 0.24 0.25 0.25
45 0.15 0.15 0.15 0.16







0 13.85 13.13 13.12 13.25
45 16.38 15.28 15.95 14.46





以下の図 6.11，図 6.12，図 6.13 に前方への操作力と下方への操作力の波形形状を示す．
また，図 6.14，図 6.15，図 6.16 に操作力波形を矢状面から観察した図を示す．図 6.11 と図
6.14 は生波形，図 6.12 と図 6.15 は近似波形，図 6.13 と図 6.16 は特徴抽出波形の結果であ
り，操作面までの水平距離条件として上肢長比 50%，75%，100%の結果を並べて比較して 
 
   
図 6.11 生波形の波形形状（左：前方向，右：下方向） 
 
   
図 6.12 近似波形の波形形状（左：前方向，右：下方向） 
 
   
























































































図 6.14 生波形の矢状面成分（左：上肢長比 50%，中：同 75%，右：同 100%） 
 
 











































































図 6.16 特徴抽出波形の矢状面成分（左：上肢長比 50%，中：同 75%，右：同 100%） 
 
いる．図 6.11 から図 6.13 のデータは距離条件が同じならば，どれも同じ波形に対して解析
を行っているため，上下で比較すると波形平滑化の様子を確認することができる． 





ている点は，下方への押し込みを 5 秒間維持した区間である．この結果を見ると，2 次元
平面でも波形の主要なエッジ上の点が特徴点として保持されていることがわかる．このこ
とから，波形平滑化手法は 1 次元データだけでなく 2 次元データでも有用であることが確
認された． 
次に，図 6.14 から図 6.16 のデータを可視化した結果を図 6.17，図 6.18，図 6.19 にそれぞ









   




   





   












































































第７章  結論 
 
7.1  結論 
本論文では，第 1 章で研究背景として昨今の身体負担評価法および生産支援システムに
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